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はじめに
　現行の中国海商法は、1992年に全国人民代表大会常務委員会第28回会議で
採択され成立し、1993年 7 月 1 日から施行されている「中華人民共和国海商
法」（以下、「中国海商法」または「海商法」といい、「海商」と略して条文
を引用する）である。これは、中国で初めての海商法であり、その制定に際
しては、「国際条約がある場合には、国際条約に依拠する。国際条約がない
場合には、実際に国際条約と同等の役割を果たしている民間の規則に依拠す
る。このような規則がない場合には、広範に利用されている普通取引約款を
参照する。」という基本原則が掲げられた
（ 1 ）
。成立した海商法には、国際海事
条約または国際慣習等に倣った規定が多くみられ、その中には条約の翻訳に
近いものも少なくないなど、中国の国内法において海商法はきわめて独自色
の強いものとなっていた。とりわけ、海商法は、このような制定経緯から、
条約に由来する英米法的性質を強く帯びた理念および内容を含んでいること
が知られているが、こうした海商法を大陸法に属する中国法体系にいかに融
合させていくかという問題が生じてきている。
　また、1992年海商法の制定当時、中国国内においては、民事法領域におけ
るもっとも基本的な法律である民法通則を除けば、海商法に関連する民商の
一般法が未整備の状況にあった。海商法の施行後、中国国内の立法が急速に
展開され、海事または海商に密接に関連する単行法の立法が見られているほ
か、国務院およびその構成部門による行政法規
（ 2 ）
または条例も多く公表されて
いる。これら海商法制定後の法令には特別法としての海商法に対して一般法
というべきものも含まれていることから
（ 3 ）
、既存の海商法と新しく制定された
　　（ 1 ）特別法としての海商法と一般法との適用順序
　　（ 2 ）一般法の規定の補充適用に関する問題点
　 3 　中国法体系における海商法の定着
むすびにかえて
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一般法との調和ないしは整合性が問われる場面が顕在化してきている
（ 4 ）
。
　ところで、海商法そのものは、以上のような問題を抱えながらも、その施
行以来、まだ一度も改正を経ないまま今日に至っている。一方、海商法に関
連しては、最高人民法院による司法解釈の名において実質的な「立法」が進
んでいるといえる。現在までに、最高人民法院による「規定」という形式を
用いる 8 つの海事司法解釈が定められている。これらの司法解釈に定める規
定には、具体的な法の適用に関する細則といえる種類のものばかりでなく、
本来であれば海商法の改正により法律に加えられるべきものや、法律に基本
的な規定を定めることにより解釈によって導かれるべきと思われるものも含
まれている。
　中国国内では、海商法の制定後20年余りを経る中でその改正の必要性が認
識され、すでに改正に関する数多くの議論がなされているが
（ 5 ）
、改正の方向等
については、まだ明瞭に示されていない状況にある。筆者は、前稿におい
て、中国海商法の制定経緯の特異性に焦点を当てて、特に船荷証券法を手が
かりとしながら中国海商法に認められる理論的課題を検討した
（ 6 ）
。そこで、本
論文では、前稿をうけて、1992年中国海商法における制定後の実質的変容を
考察することにより、海商法の現在の姿を明らかにし、改正の前提ないし出
発点を確認したうえで、海商法の改正に向けた課題の提示を試みたい。ま
ず、第 1 章では、海商法の内在的要因による変容に焦点を当て、船舶の衝
突、および仮渡し・保証渡しに関する司法解釈を例として取り上げ、その内
容をやや詳しく検討することにより、海事司法解釈の意義、および司法解釈
を定めることによって問題の解決を図るという手法の限界を具体的に指摘し
ていきたい。次いで、第 2 章では、海商法を取り巻く環境の変化、とりわけ
海商法制定後に立法された関係諸法と海商法の関係を、一般法と特別法とし
ての海商法の適用関係をめぐる議論を中心として考察し、中国法体系におけ
る海商法の地位の変化など、外在的要因による変容を明らかにするよう努め
たい。最後に、本稿での以上の検討を踏まえ、中国海商法の改正に向けた課
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題を明らかにし、その改正の議論のあり方を展望することにしたい。
第 1 章　海事司法解釈による「海商法」の実質的拡充
　 1 　司法解釈の意義とその効力
　海事司法解釈の検討に先立ち、まず司法解釈一般について簡単な確認をし
ておくことが必要であろう。司法解釈とは、法定の解釈権をもつ司法機関が
法律条文の意味に対して説明を行うことをいう。最高人民法院に司法解釈を
制定する権限を付与した法的根拠として、全国人民代表大会による1979年の
「人民法院組織法
（ 7 ）
」および全国人民代表大会常務委員会による1981年の「法
律解釈業務の強化に関する決議」が挙げられる。かつて、このような法律解
釈は、あくまでも法律の存在を前提として、そこから付随的に導き出された
法律の運用に関わる一定の基準に過ぎないため、それ自体が独立して法源と
なりうるものではないと解されてきた。しかし、最高人民法院による司法解
釈は、内容的には法の不足を補充したり、ときには法を実質的に「改正」し
たりするものもあり、実際の裁判の場で重要な役割を果たしている
（ 8 ）
。1997年
に、最高人民法院は「司法解釈業務に関する若干の規定」を公布し、同規定
において「司法解釈は、法律としての効力を有する」（ 4 条）と定め、司法
解釈の法的効力を明文化した
（ 9 ）
。これによると、最高人民法院の司法解釈には
法的効力があるとされ、少なくとも下級法院は具体的な裁判においてこれに
拘束される
（10）
。その意味では、海事司法解釈は法源といえるし、それには理論
上も実務上も重要な意義が認められる。
　また、司法解釈の形式としては、1997年の「司法解釈業務に関する若干の
規定」に取って代わり、2007年に最高人民法院によって公布された「司法解
釈業務に関する規定」によると、「解釈」、「規定」、「返答〔批復〕」、および
「決定」の 4 種類がある（ 6 条 1 項）。「解釈」とは、裁判実務において、特
定の法律の具体的な適用問題、または特定の類型の事件や問題における法律
の具体的な適用問題につき解釈を示すものをいう。「規定」とは、裁判業務
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において、立法の精神に基づき、一般的に規範や意見を形成する場合に用い
られる形式である。「返答」とは、高級人民法院、軍事法院からの法律の具
体的な適用問題に関する照会に対して、回答として出される司法解釈の形式
である。「決定」とは、司法解釈を改正または廃止する場合に用いる形式で
ある。
　本稿では、実質的な「立法」に近い、「規定」という形式を用いる最高人
民法院による海事司法解釈
（11）
のうち、海商法の法継受における特異性
（12）
を強く
反映している船舶衝突法（海商165条以下）に関する 2 つの司法解釈と、海
商法の中心である海上運送契約法理論そのものと密接に関連する船荷証券
法（海商71条以下）に関する司法解釈を検討の対象とする。ここでは、それ
ぞれの海事司法解釈の制定による中国海商法の変化をその実質的な変容とし
て考察するとともに、このような司法解釈による問題解決の意義と問題点に
ついて、とりわけ海商法の規定との関係を意識しつつ具体的な検討を試みた
い。
　 2 　船舶の衝突と司法解釈
　（ 1 ）船舶の衝突に関する中国法の従来の状況
　1992年の海商法施行以前、中国国内では、船舶の衝突に関わる紛争事件の
審理および処理は、主に国際条約
（13）
、民法通則、行政法規、交通部の規則およ
びその関連部門の行政解釈に依拠して行われていた
（14）
。海商法における船舶
衝突規定としては、第 8 章「船舶衝突」（165条～170条）が、船舶衝突の意
義、衝突責任および損害賠償の原則などに関する一連の規定を定めており、
また第11章「時効」は船舶衝突によって生じた債権の消滅時効に関する規定
（261条）を定めている。
　（ 2 ）最高人民法院による司法解釈の制定
　このように船舶衝突法の原則的な規定が海商法に設けられているが、これ
に関連して、最高人民法院は以下に示すように、海商法の衝突規定に関する
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2 つの司法解釈を制定している。
　①1995年の司法解釈　　この領域での最初の司法解釈は、最高人民法院が
1995年 8 月に定めた「船舶の衝突および接触事件の審理に際する財産の損害
賠償に関する最高人民法院の規定」（以下、「1995年規定」という
（15）
）である。
この解釈規定は、海商法に定めのない、船舶の衝突事故が生じた際の具体的
な損害賠償の範囲および算定の基準などについて、詳細な規定を置いてい
る
（16）
。
　②2008年の司法解釈　　1995年規定に続いて、最高人民法院が2008年 5 月
に定めた「船舶の衝突にかかわる紛争事件の審理に際する若干の問題に関す
る最高人民法院の規定」（以下、「2008年規定」という
（17）
）がある。この解釈規
定は、船舶の衝突に関する紛争事件の処理に際して各海事法院、また控訴審
法院となる高級人民法院ないし最高人民法院が当時直面していた問題のう
ち、法律の適用、損害賠償責任の主体、損害賠償責任の分担および立証責任
などの問題を解決するとともに、 裁判規範の統一を図ろうとするものである。
　（ 3 ）司法解釈による船舶衝突法の拡充と海商法との関係
　このように、これら 2 つの司法解釈の規定の多くは海商法の規定をうけた
具体的な適用基準などを定めるものであるが、その中には海商法の規定自体
の疑義を確認し、またはこれを補完する規定も含まれている。以下では、船
舶の衝突の定義、損害賠償義務者および船舶の衝突による難破物除去責任の
3 点について、海商法規定との関係について検討する。
　①船舶の衝突の定義　　1995年規定は、船舶の衝突について、「海上また
は海に通じた可航水域において、 2 隻以上の船舶が接触し、または、直接の
接触がないにもかかわらず、財産の損害を生じさせた事故をいう」（16条）
と規定して、いわゆる「準衝突」を船舶の衝突に含めた定義規定を設けてい
る。この規定は、1987年の万国海法会（CMI）による船舶衝突事件におけ
る損害賠償に関するリスボン規則の定める「定義・衝突」の規定
（18）
に倣ったも
のといわれるが
（19）
、結果として海商法による船舶の衝突の定義との齟齬が指摘
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されることになった
（20）
。海商法は、「船舶の衝突とは、船舶が海上または海に
通じた可航水域において接触することによって損害が生じた事故をいう」
（165条）と定義して準衝突を船舶衝突とは区別しながら、1910年の船舶衝突
統一条約13条に依拠して、準衝突についても船舶衝突規定の適用があるもの
としている（海商170条
（21）
）。それゆえ、実質的な相違であるとはいえないが、
いずれも漫然と条約および国際規則をそのまま国内法とした結果としての不
統一との評価は免れないであろう。実際、後に実施された2008年規定 1 条 1
項は、この点を考慮して、「本規定において、船舶の衝突とは、海商法165条
の船舶衝突事故をいう」と規定して、船舶相互間に直接の接触がある場合の
みを船舶衝突としたうえで、同条 2 項において、「海商法170条にいう損害事
故には、本規定を適用する」と定め、準衝突についても同解釈規定の適用が
あるものとしている。
　②損害賠償義務者　　海商法は、「船舶が衝突した場合、これが船舶の一
方の過失によって生じたときは、過失のある船舶が損害賠償の責任を負う」
（168条）などのように、損害賠償責任の主体を「船舶」と表現している。こ
れも、船舶衝突統一条約
（22）
に倣ったものであるが、中国では、英米法で認めら
れる対物訴訟の制度を採用していないため、被害者が船舶を相手として訴え
を提起することはできない
（23）
。そこで、海商法168条などにいう「過失のある
船舶」を船舶所有者等の「過失のある者」に変更する必要性がこれまで指摘
されてきていた
（24）
。この点について、2008年規定は、船舶の衝突により生じた
損害の賠償責任について、「船舶所有者がこれを負担する
（25）
」（ 4 条 1 文）と規
定したが、これは海商法の疑義を解消する目的であったとされている
（26）
。対物
訴訟の存在しない中国法では、海商法の表現をもってしても損害賠償責任主
体が船舶所有者であることは解釈上も当然のことといえ
（27）
、重大な疑義がある
とも思えないが、国内法としての海商法を新たに制定するからには、国内法
との整合性に配慮すべきであったといえよう。損害賠償責任主体に関する
2008年規定の定めは、解釈規定による海商法の確認的な修正の一例といえ
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る。
　また、海商法は、裸傭船契約の節（第 6 章 3 節）に裸傭船者の第三者に対
する責任規定を設けていないため、裸傭船された船舶の衝突に際して裸傭船
者が船舶衝突責任を負うことについての明文規定が存在しなかった。この点
について、2008年規定は、「衝突した船舶が裸傭船されており、かつ、法律
に基づく登記が行われている場合、裸傭船者がその損害賠償責任を負う」と
定め（ 4 条 2 文）、裸傭船者の船舶衝突責任を明らかにした。すなわち、裸
傭船期間中に生じた船舶の衝突事故について、裸傭船の登記が行われている
場合、裸傭船者が衝突責任を負うが、当該登記が行われていない場合には、
過失の有無を問わず、依然として船舶所有者が衝突責任を負うことになる
（28）
。
そもそも、裸傭船の登記が行われているかどうかによって裸傭船者の衝突責
任が決せられるのは特殊な解決方法といえるが、同条の規定について、第三
者にとって容易に裸傭船者を識別できる点において一定の合理性があるとい
われている
（29）
。裸傭船者が責任を負う場合、明文では確認されていないもの
の、 4 条 1 文と同 2 文の関係から、船舶所有者は責任を負わないと解される
が
（30）
、この点について疑義を呈する見解もある
（31）
。いずれにせよ、2008年規定 4
条 2 文は、解釈規定による海商法の補完ないし規定の実質的な追加の一例と
なっている。
　③船舶の衝突による難破物除去責任　　海事賠償責任制限（船主等の責任
制限）は海商法において債務者の損害賠償責任を一定の限度額に制限する特
有の制度である。1976年の海事債権についての責任制限条約は、沈没し、難
破もしくは乗り上げし、または放棄された船舶の引揚げ、除去、破壊または
無害化作業などに関する債権を制限債権の中に加えているが（ 2 条 1 項（d） 
（e））、同時にこの規定の適用を排除する権利を留保できることを認めている
（18条 1 項）。中国は1976年条約の締約国でないが、海商法の制定に際して、
同条約に倣い責任制限規定を設けている。この中で、制限債権の範囲につい
ても同条約 2 条 1 項に依拠して制限債権を列挙しているが（207条）、難破物
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除去責任に基づく債権は制限債権とされておらず、また非制限債権ともされ
ていない。
　2008年規定は、難破物除去責任に基づく債権を制限債権とすれば難破物の
除去等が有効に行われなくなるおそれがあること、また、沈没船の撤去等に
は莫大な費用がかかるため、これを制限債権とすると同じ事故で損害を受け
た他の被害者が十分な賠償を得られなくなることを考慮して、中国の実情
（32）
を
踏まえ、海商法に定める制限債権に関する規定の趣旨（あえて難破物除去責
任を制限債権から除外していると解される
（33）
）に基づき、船舶の衝突による難
破物除去責任が非制限債権であることを明らかにした（ 9 条
（34）
）。この点も、
解釈規定による海商法の補完の一例といえるであろう。
　しかし、その後の司法実務において、この 9 条の規定がさらに問題となっ
た。衝突によって沈没した船舶の引揚げ費用等を負担した船舶所有者が、相
手船所有者に対してこの費用の過失割合分を求償する場合に、相手船所有者
は責任を制限できないとする判決が出されたため、こうした相手船所有者の
責任制限の可否を巡って大いに争われるようになった
（35）
。この問題に対応する
ため、最高人民法院は、2010年の「海事賠償責任制限にかかわる紛争事件の
審理に際する若干の最高人民法院の規定」において新たな規定を設け、難破
物の除去、破壊等に要する費用およびその関連費用について衝突の相手船船
主が求償された場合、相手船船主は責任制限を享受できるものとした（17条
2 項）。
　（ 4 ）小　括
　ここまで、1995年規定および2008年規定を取り上げて、船舶の衝突に関す
る解釈規定の、特に海商法との関係を中心として検討した。解釈規定の内容
は手続的規定と実体的規定とにまたがり、多岐にわたっているが、これらの
司法解釈においてもそのいくつかは海商法の実質的な修正・追加という役割
を果たしていることを確認した。たとえば、裸傭船の場合の裸傭船者の責任
については、当然に最初から海商法に定められているべきものといえ、その
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欠缺が解釈規定により補完されることになった。また、海商法制定時の用語
法の問題といえる船舶衝突責任主体の規定や、非制限債権の範囲などについ
ては、海商法規定の疑義を解消するための規定が解釈規定により示されてき
ている。
　また、ここではこの 2 つの司法解釈について、次のような問題点を指摘し
ておきたい。
　第 1 に、すでに指摘したように、船舶の衝突の定義について、海商法が
1910年の船舶衝突統一条約を、そして1995年規定がリスボン規則の用語をそ
のまま採用したため、その齟齬が指摘されることになった。これが実質的に
問題とすべき齟齬であるかはともかくとしても、国際規則の規定をそのまま
の形で採用したための結果であって、海商法の制定時にみられた「直輸入指
向」の弊害が解釈規定の制定においてもなお現れている。
　第 2 に、2008年規定における船舶の衝突による難破物の除去に要する費用
等に関する責任制限の問題である。これらの費用等が、海商法207条が定め
る制限債権となるかの問題については、2008年規定により非制限債権である
ことが確認されたものの、これに関連して生じた実務上の問題を、わずか 2
年後の2010年の司法解釈において再び規定を設けることにより対応せざるを
得なくなるという事態がみられた。 1 つの解釈規定が問題を生じさせ、他の
解釈規定で解決を図るといういかにも場当たり的な対応であり、このあたり
にも司法解釈を定めるという手法による問題解決の問題点の一端が露呈して
いるとみることができるのではないだろうか。
　 3 　仮渡し・保証渡しと司法解釈
　（ 1 ）仮渡し・保証渡しに関する中国法の従来の状況
　1992年の海商法制定前から、中国でも保証渡しは慣行として行われてい
た
（36）
。港湾の混雑と荷揚げ作業の停滞を避けるために、海商法の制定に先立っ
て、すでに1983年 4 月には、国務院、交通部および対外経済貿易部が関連す
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る公文書「海上貿易取引における原本船荷証券と引き換えによる輸入貨物の
引渡しに関する通達」（（83）国港06号）を公布している。この通達では、原
本船荷証券と引換えてする運送品の引渡しを当然の前提としながらも、制度
として、船荷証券の副本（船荷証券のコピーまたはファックス等）と保証状
の提出、または他の有効な書類
（37）
の提出を受けてする運送品の引渡しを認める
ものであった。この通達によれば、運送人が実際に船荷証券を回収する前
に、船荷証券の呈示なくして保証状によって運送品を引き渡した場合、それ
により生じた損害を荷受人または保証人に転嫁することを認めながら、運送
契約の違反に基づいて、運送人は証券所持人に対して損害賠償責任を負うも
のとされている。
　1992年に中国海商法が制定され、その71条において、「船荷証券とは、海
上物品運送契約および運送人による運送品の受取りまたは船積みを証する証
券であって、運送人がこれと引換えに、運送品を引き渡すことを担保するも
のをいう。船荷証券上、記名された者に運送品を引き渡す旨、または指図人
の指図により運送品を引き渡す旨、または証券所持人に対して運送品を引き
渡す旨の条項が記載されている場合、これによって運送人が船荷証券と引換
えで運送品を引き渡すことを担保したものとみなす。」という規定が設けら
れた。ここでも、運送人が適法な証券所持人に対して船荷証券と引換えに運
送品を引き渡すことが原則であると確認されている。この海商法の制定後
も、保証渡しの慣行は中国で広く行われていたため、とりわけ新設された海
商法の規定の適用をめぐって多くの問題が提起されることになった
（38）
。海商法
に定められている船荷証券に関する規定は、主として条約から摂取した一般
的なものに過ぎず、条約が想定していなかったと考えられる仮渡し・保証渡
しから生じる具体的な法律問題（たとえば、損害賠償の額、責任制限など）
に直接の解答を与えるものとはなっていない。
　（ 2 ）最高人民法院による2009年規定の制定
　こうした状況をうけて、仮渡し・保証渡しに関する法律問題についての裁
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判規範の統一を図るために、最高人民法院は、2009年 2 月に「原本船荷証券
と引換えなしに運送品を引き渡した事件の審理に際する法律の適用における
若干の問題に関する最高人民法院の規定」（以下、「2009年規定」という）を
採択した。
　最高人民法院がこの新規定の制定に最初に取り組んだのは、2004年のこと
であった。2005年12月に、最高人民法院は、仮渡し・保証渡しに関連のある
条約、外国法規・判例、および国内裁判例に関する調査・研究を行ったうえ
で、「第 2 回全国渉外商事海事審判業務会議紀要」（以下、「2005年紀要」と
いう
（39）
）において、仮渡し・保証渡しに関する紛争事件の審理に際して当面し
ている諸問題について指導的な意見を示した。その後、2006年に、最高人民
法院は、「船荷証券と引換えなしに運送品を引き渡した事件の審理に際する
若干の問題の規定について」という2009年規定の草案を公表し、海事法院、
高級人民法院、商務部、交通運輸部、中国海商法協会、中国弁護士協会海事
専門委員会、大連海事大学、上海海事大学、および船会社等に、数次にわた
って修正の意見および提案を求めていた。2009年 2 月に、最高人民法院審判
委員会に提出された修正稿が、その第1463回会議において、2009年規定とし
て採択された
（40）
。
　2009年規定は、15箇条の条文により、仮渡し・保証渡しによって生じる典
型的な法律問題について具体的な解決方法を示しており、2009年 3 月 5 日か
ら実施されている。
　（ 3 ）2009年規定による「仮渡規定」の新設と海商法との関係
　この解釈規定は、仮渡し・保証渡しに関する包括的な定めを設けた「仮渡
法」とでもいうべきものとなっており、この問題に関する世界でも類をみな
い「立法」であるといえ、注目に値するものと思われる。特に、海商法の中
心といえる海上物品運送契約に関して、その基盤の一つである船荷証券法に
直接的にかかわるものであり、解釈規定と海商法の規定との関係がさまざま
な点において問題となりうる。そこで、以下では、この解釈規定の全体像
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を、 1 ）適用範囲、 2 ）運送人の責任、 3 ）受取人の責任、 4 ）実際荷送人
の損害賠償請求権の項に分けて整理したうえで概説し、ここでも海商法に定
める船荷証券に関する規定との関係を中心に考察を進めることにする。
　 1 ）適用範囲
　2009年規定は、その名称にある通り、運送人が船荷証券と引換えでなく運
送品を引き渡した場合を広く対象としている。ここにいう船荷証券には、記
名式船荷証券、指図式船荷証券、および無記名式船荷証券のいずれもが含ま
れる（ 1 条）。また、同規定は、船荷証券と引き換えずに運送品を引き渡す
ことが当然に許容されると考えられる場合として、船荷証券が偽造された場
合（ 5 条）、法律の規定による場合（ 7 条・ 8 条）、船荷証券が記名式で発行
された場合（ 9 条）、数通発行の場合（10条）を挙げ、実質的適用除外規定
を設けている
（41）
。
　 2 ）運送人の責任
　①責任の内容（ 2 条・ 3 条）　　2009年規定 2 条は、船荷証券と引換えで
なく運送品を引き渡したことにより船荷証券上の権利が侵害された証券所持
人は、運送人に対して民事責任を追及できることを確認している。続く 3 条
1 項は、 2 条により運送人が責任を負うべき場合について、責任の性質およ
び法律の適用関係について具体的に定めたものである。まず、運送人が船荷
証券と引換えでなく運送品を引き渡したことにより証券所持人に責任を負う
場合、この責任の性質が債務不履行に基づく損害賠償責任と不法行為責任と
の競合であることを明らかにした
（42）
。次いで、 3 条 2 項は、これらの「民事上
の責任」について原則として海商法の規定を適用するとしているので、不法
行為責任が問題となる場合にも海商法の規定が適用されるものと解される。
海商法に適用する規定がないときは、他の法律が適用される（ 3 条 2 項 2
文）。したがって、たとえば証券所持人が運送人に対して債務不履行に基づ
いて損害賠償を請求した場合には、海商法に規定がなければ、「契約法」お
よびこれに関する司法解釈
（43）
が適用され、また、不法行為に基づいて損害賠償
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を請求した場合には、民法通則およびこれに関する司法解釈
（44）
が適用されるも
のと思われる。
　②損害賠償の額（ 6 条）　　中国では、運送人の損害賠償責任に関して
は、日本と同じく定額賠償を認めているが、荷揚げされるべき地および時に
おける運送品の市場価格を基準とする日本の国際海上物品運送法（12条の
2 ）などと異なり、損害賠償の額が運送品の「船積時価格」によって算定さ
れる点に特徴がある（海商55条
（45）
）。
　2009年規定 6 条は、船荷証券と引換えでなく運送品を引き渡した場合の運
送人の損害賠償の額について、「船積時における運送品の価額に運送賃およ
び保険料を加えて算出する」ものとした。この計算の基準は海商法55条の規
定に基づくものであり、実質的には同条の定める定額賠償によることを明ら
かにしている
（46）
。次項でみるように、2009年規定は、仮渡し・保証渡しの場合
に海商法の定める責任制限規定の適用を認めていないが、定額賠償規定の実
質的な適用は認めることとしている。なお、2009年規定 3 条により、運送人
が不法行為に基づく損害賠償を請求された場合にも2009年規定 6 条が適用さ
れるものと解される。
　③責任制限（ 4 条）　　運送人が仮渡し・保証渡しによって証券所持人に
損害賠償責任を負う場合、運送人が責任制限の利益を享受できるか否かにつ
いて問題となる。この点、海商法56条の責任制限に関する規定は、運送品の
滅失、損傷または延着により生じた損害の場合に適用が限られ、仮渡し・保
証渡しにより生じた証券所持人の損害には適用されないという理解から、運
送人は責任制限の利益を享受できないとする学説
（47）
がある。
　仮渡し・保証渡しをした運送人の海商法56条に定める責任制限の利益の享
受について、前述した最高人民法院の2005年紀要、および2009年規定の草案
では、「運送人が原本船荷証券と引換えでない運送品の引渡し行為につき民
事上の責任を負う場合、中国人民共和国海商法56条の責任制限に関する規定
を援用することができない。」とされていた。2009年規定 4 条は、これらの
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規定を受けて、船荷証券と引換えでない運送品の引渡し行為につき運送人が
民事上の責任を負う場合、運送人の責任には海商法56条の責任制限規定が適
用されないことを明らかにした。
　④時　効（14条・15条）　　中国では、不法行為に基づく損害賠償請求権
の時効については、民法通則により、その期間は 2 年であり、訴えを提起
し、当事者の一方が請求をなし、または、義務の履行を承認したときは中断
するとされている（140条）。しかし、海上物品運送の特別な性質から、海商
法は海上物品運送において生じた損害賠償請求の時効期間は 1 年であると規
定している（257条）。また、時効の中断についても海商法に独自の規定を置
き、時効は請求権者が訴えを提起し、仲裁を申立て、または請求を受けた者
が義務の履行を承認したときは中断すると規定している（267条
（48）
）。
　船荷証券と引換えでない運送品の引渡しについて、2009年規定は原則とし
て海商法の規定が適用されることを明らかにしており、責任制限の場合と異
なって、時効については海商法257条の規定がそのまま適用されることを確
認している（14条 1 項）。また、時効の中断についても、海商法267条の規定
が適用される（15条 1 項）。さらに、運送人と運送品を受け取った者に対し
て提起された不法行為に基づく損害賠償請求にも、海商法257条および267条
の規定が適用されることを明らかにしている（14条 2 項、15条 2 項
（49）
）。
　保証渡しがなされた場合、特にその起算点が問題となる。なぜなら、運送
品の全部滅失の場合と同じように扱うとすれば、実際に保証渡しがなされる
より前、すなわち運送品が運送人の保管中にあって損害が発生していないう
ちから時効が進行することになり、また、証券所持人が損害の事実を知るの
は通常は保証渡しがなされてから何日かが経過した後のことになると考えら
れるからである。この点、2009年規定は、証券所持人の運送人に対する損害
賠償請求権の時効について、その期間は引渡しをなすべき日より起算するこ
ととしており、画一的な処理を優先させている。
　⑤免責されない場合（13条）　　運送人が船荷証券と引換えでなく運送品
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を引き渡した場合に、船荷証券所持人は運送人に対して損害賠償を請求する
ことができるが、船荷証券所持人は運送品を受け取った者から運送品の代金
について支払いを受けることができれば、運送人の責任を追及する必要がな
いといえる。しかし、たとえそうした合意があっても、証券所持人が必ずそ
の代金の支払いを受けられるとは限らない。そこで、2009年規定13条は、こ
のような合意があるとしても、証券所持人が運送品を受け取った者から代金
の支払いを受けられない場合には、なお運送人に対して損害賠償を請求でき
ることを確認している。
　 3 ）受取人の責任
　船荷証券によらずに運送品を受け取った者は、それにより権利を侵害され
た証券所持人に対して不法行為に基づく損害賠償責任を負うことになる。
2009年規定11条は、この場合、運送品を受け取った者は運送人と連帯して、
証券所持人に対して損害賠償の責任を負うものとしている。この場合、2009
年規定11条には明文の規定がないが、前述した14条 2 項、15条 2 項の規定か
らみると、運送品を受け取った者が運送人と連帯して不法行為責任を負う場
合にも、原則として海商法の規定が適用されるものと考えられる。
　 4 ）実際荷送人の損害賠償請求権
　FOB 条件による売買契約で信用状決済がなされる場合には、買主が運送
人と運送契約を締結し、売主が運送人に運送品を渡して船荷証券の発行を受
け、信用状開設銀行に船荷証券などの書類を提出するのが一般的である。買
主は、この銀行を経由して到着した船荷証券をもって、目的港で運送品の引
渡しを請求することになる。
　海商法は、ハンブルク・ルールを採り入れ、FOB 条件による売買契約の
売主への保護を図るため、荷送人を、運送人と海上物品運送契約を締結する
者（契約上の荷送人）、および海上物品運送契約と関係のある運送人に運送
品を渡す者（実際荷送人）としている（42条 3 項）。2009年規定12条は、海
商法の規定の趣旨を踏まえて、実際荷送人（売主）の権利を保護する意図
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で、運送品を現実に運送人に引き渡し、かつ指図式船荷証券をなお所持する
荷送人は、自身が荷送人として船荷証券に記載されていない場合であって
も、仮渡し・保証渡しによる損害について、運送人に対して損害賠償の請求
ができることを明らかにした
（50）
。
　（ 4 ）小　括
　以上にみた仮渡し・保証渡しに関する2009年規定が、この問題に関する
「立法的解決」を図ろうとする、世界的にも例を見ない規定として注目され
ることはすでに指摘した。海上物品運送に関する条約は、仮渡し・保証渡し
を予定していないので、その場合に生じる種々の問題の解決については、日
本をはじめ各国で大いに議論されており、もっぱら解釈による問題の解決が
目指されてきている。中国では、2009年規定の実施により、日本において見
解が分かれている仮渡し・保証渡しが行われた場合の運送人の責任制限の可
否、あるいは時効（日本では除斥期間）の起算点などの法律問題について、
具体的な解決方法が明確に示されることになった。すなわち、同規定は、船
荷証券と引換えでない運送品の引渡し行為につき生じた運送人の責任には海
商法に定める責任制限に関する規定が適用されないものとして、他方で、運
送人の損害賠償の額に関する定額賠償規定の実質的な適用を認め、時効につ
いても海商法規定の適用を認めている。
　また、2009年規定は、中国海商法に定める船荷証券に関する規定の不備を
補う役割も果たしている。たとえば、同規定10条は、船荷証券が数通発行さ
れた場合、船荷証券の最初の呈示に対して運送品を引渡した場合には、他の
証券所持人がこれを自己の船荷証券との引換えなしにした運送品の引渡しと
して、運送人に対し損害賠償責任を追及できないとした
（51）
。中国海商法は、船
荷証券法を条約から摂取しており、日本をはじめとして他の大陸法諸国にみ
られるような、船荷証券の有価証券としての性質や基本的な法的性質に関す
る規定を欠いていることも問題点として指摘しうるところ
（52）
、その一部が解釈
規定により補われたことになる。このように、2009年規定が、船荷証券に関
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する中国海商法の条文だけでは十分に対応しきれなかった問題を「立法的」
に解決した意義は大きい。
　しかし、仮渡し・保証渡しをした運送人が責任を負う場合、海商法の責任
制限規定は適用されず、定額賠償規定や時効規定は適用されるとの結論は示
されていても、なぜこのような解決方法になるのかという根拠は明確に示さ
れていない。確かに、この点は各国でも解釈による結論が分かれるところで
あり、明確な根拠を示すこと自体が相当な困難であるともいえる。もっと
も、結論のみが示されるという問題は、2009年規定に限った問題ではない。
解釈規定により当面の問題解決という課題には対処しうるものの、解釈上の
問題のすべてをこのような解釈規定で解決することは困難であるとともに妥
当でもないと思われ、規定いかんによっては、海商法の規定や関連諸法の規
定とその解釈などとの整合性という問題が生じてくるおそれも残されるであ
ろう。実際、2009年規定は記名式船荷証券について、契約法の規定に従うこ
とを前提として、船荷証券が記名式で発行された場合には荷送人が運送品の
処分権を有するものとしたが、これは同様に最高人民法院が公布した2005年
紀要により確立された「船荷証券が記名式で発行された場合においても、運
送品の引渡しは船荷証券との引換えによらなければならない」という原則、
言い換えれば、記名式船荷証券の場合であっても運送品の処分権は証券所持
人が有すると解する趣旨との間に明らかに不調和を生じさせており、この点
では裁判規範の統一という目的を達しているかについても疑問が残るといわ
ざるをえない。そもそも、船荷証券が記名式船荷証券である場合、海商法71
条の規定に従い、運送品の引渡しが船荷証券との引換えによらなければなら
ないかについては、学説上、争いが存在していることから、こうした問題の
解決を図るためには、単に解釈規定を設けるという手法に頼ることなく、基
本となるべき理論をいかに構築するかを検討し、またその手がかりとなる基
本的な規定を海商法に整備することこそが先決ではないかと思われる。
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　 4 　海事司法解釈の機能とその問題点
　（ 1 ）海事司法解釈の機能
　以上にみたように、最高人民法院による司法解釈は、各法院における海事
事件の審理に際してもっとも重要な解釈指針となるべきものであり、現行の
海商法を実質的に補完するという大きな役割を果たしている
（53）
。海事司法解釈
の実施は、関連の事件件数が増加する中で、中国海運実務と司法実務の切実
な要請に応えたものといえる。特に、中国において最初である海商法の運用
に際しては、一定の問題点が生じることは避けがたいことと思われ、実際の
問題の解決に即して統一的な解釈を示すことは必要であるし、また具体的な
細則的規定を臨機応変に定めるという意味でも、中国における統一的な問題
解決の指針として、海事司法解釈の意義は大きい。海商法の制定からわずか
20年余りという中で、しかも 2 審制を採用していることから、各裁判所の裁
判例が統一的に確立するまでには相当の時間を要するところ、拘束力のある
統一的解釈が示されることの実益は、海商法についても否定しがたいところ
である。
　さらに、海事司法解釈は、司法解釈一般についてすでに検討したように、
海商法その他の関連法規の有権的な解釈を示すという建前になっているが、
とりわけ仮渡し・保証渡しに関する解釈規定で顕著なように、具体的な問題
についての解釈の枠を越えた「立法」ともいえる機能を果たしている。すな
わち、仮渡し・保証渡しに関する2009年規定は、特定の条文の解釈ではな
く、むしろ海商法の規定をもってしても対応できない問題に対する包括的な
解決を一挙に示すものとなっている。その意味では、海事司法解釈は、海商
法およびその他の関連法規の改正または立法までの経過措置的な機能を果た
しているということもできるであろう。
　（ 2 ）海事司法解釈の問題点
　海事司法解釈に関する具体的な問題の顕れは、これまで検討した海事司法
解釈について指摘してきたところであるが、ここではそれらを総括しなが
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ら、海事司法解釈による問題解決という手法に内在する問題点について、さ
らに検討を進めてみたい。海事司法解釈のうち、損害賠償の範囲などを定め
る細則的な規定についてはそれほどの問題とはならないとしても、海商法の
基本概念や基本的な理解にかかわる部分に関する規定については、重大な
「副作用」を生じさせる懸念があるように思う。
　すなわち、海事司法解釈は実務上で生じた問題や解釈の不統一を解決する
目的で定められることから、いうなら場当たり的な解決が示されるおそれが
強く、目先の問題解決が優先されざるをえないため、他の問題との整合性を
欠き、また新たな矛盾を生じさせるおそれがある。たとえば、仮渡し・保証
渡しに関する2009年の解釈規定で対象とされた、運送中の運送品に関する荷
送人の処分権がいつまで存続するか、また船荷証券が発行されているときの
処分権をどのように考えるのかという問題は、何も仮渡し・保証渡しの場合
に限った問題ではない。たとえ、この問題が仮渡し・保証渡しの場合におい
て実務的な問題を多く生じさせてきたとしても、その場面だけを切り離して
解決すればよいという問題でないことは明らかである。
　また、司法解釈が具体的な問題解決を目的とするものであり、いうならそ
の結論だけが示されるということ自体も問題となりえよう。海商法の基本に
かかわる問題は、単にその問題の解決のみらならず、関連した諸問題も視野
に入れ、理論的に一貫した説明が可能な解決が図られるよう配慮しなければ
ならない。ここでは、本来は結論だけでなく結論を導く理論構成こそが示さ
れるべきである。それにより、関連する問題について、理論によって解釈を
導くことが可能になるからである。船荷証券に関する問題に限っても、日本
でなお議論が継続して決着をみていない問題は多く存在しているが、それら
を現時点で結論についてのみ立法的に解決することができるか、そのような
解決が妥当であるかを考えれば、答えは明確であろう。理論的な検討を十分
に経ないまま結論だけを出し続けていけば、およそあらゆる問題について同
じような手法を重ねていくほかないであろうが、最後は収拾のつかない状況
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に追い込まれることは明らかである。この点は、中国国内においても、「海
事司法解釈は、既存の海商法の規定、および民商法分野の一般法により確立
された原則を正確に理解したうえで、海運実務の国際的な変化と結びつけ
て、明確な規定を設け、実際に生じている問題の解決が図られるものでなけ
ればならない。さもないと、実際に生じている問題の適切な解決を図ること
ができないばかりか、理解や解釈上の新たな混乱を生じさせるおそれもあ
る
（54）
」と、はっきり指摘されているところである。学説との関係では、海商法
の規定の解釈において、解釈規定との矛盾が生じる解釈をとれるかという問
題も生じさせかねないであろうし、ひいては学説の発展をも阻害しかねな
い。
　さらに、解釈規定の対象となった領域でもなお積み残しの問題が残されて
いる場合や、解釈規定自体が新たな解釈問題を生じさせた例についても、本
稿の検討において指摘したところである
（55）
。
　このように、解釈規定による解決はその有用性とともに多くの問題も含ん
でいることは明らかである。とりわけ、海商法の基本的な事項については解
釈規定による解決には馴染まないものと思われ、これらは海商法に関連の規
定を整備することにより、その理論的な解釈によって解決されるべきなので
ある。
第 2 章　国内法の整備による「海商法」の地位の変化
　1992年の海商法の制定段階では、中国国内においては、民事法領域におけ
るもっとも基本的な法律である民法通則が制定されていたが、契約法をはじ
めとした海商法に関連する一般法が未整備の状況にあった。その後、海商法
に関連するものとしては、1999年の契約法、2007年の物権法、2010年の不法
行為法が中国国内法の整備の一環として順次施行されてきている。以下で
は、海商法に密接に関連しているこれら 3 つの新たな立法について、その整
備状況を概観したうえで、これらの一般法と海商法との関係をめぐる近時の
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議論をみていくことにしたい。これにより、ここでは中国法の体系における
海商法の地位の実質的な変化を考察する。
　 1 　関連諸法の整備状況と海商法との関係
　（ 1 ）契約法
　1999年に、市場経済体制に応じて、契約に関する法制度の統一を図るため
の「契約法」が制定された。同法は、総則および各則の全428箇条より構成
されている
（56）
。
　契約法が施行されるまでに存在した物品運送や渉外取引に関わる契約を規
整する法律としては、海商法のほか主に民法通則、経済契約法および渉外経
済契約法
（57）
が挙げられる。そのうち、民法通則のみが海商関連の契約に普遍的
に適用されるものであるが、その第 4 章「民事法律行為および代理」（第 1
節「民事法律行為」）、第 5 章「民事権利」（第 2 節「債権」）、および第 6 章
「民事責任」（第 1 節「一般規定」・第 2 節「債務不履行の民事責任」）に散在
する契約に関する23箇条の規定は、いずれも一般的な規定に過ぎない。経済
契約法は、渉外関係のない契約をその規整の対象としていることから、外航
運送には適用されない。また、渉外経済契約法は、渉外要素のある契約を規
整の対象としているものの、外航運送および国際複合物品運送をその適用対
象から除外していた（同法 2 条および「渉外経済契約の適用に際する若干の
問題に関する最高人民法院の回答」 1 条 1 項
（58）
）。
　契約法には、運送契約に関する規定（第17章「運送契約」）が設けられて
おり、同章第 1 節「一般規定」（288条～292条）および第 3 節「物品運送」
（304条～316条）は物品運送契約に適用される。海商法は、原則として外航
運送にも内航運送にも等しく適用されるが、海上物品運送契約に関する第 4
章の規定は、同法 2 条 2 項により内航運送に適用がないものとされている
（59）
。
そこで、海上物品運送契約について契約法との関係をみれば、まず内航運送
については契約法の規定のみが適用され、外航運送については特別法として
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の海商法が優先して適用され、さらに契約法の運送規定が補充的に適用され
ることになる。これらの具体的な適用関係と問題点は、本章 2 （ 2 ）「一般
法の規定の補充適用に関する問題点」の項で改めて述べる。
　（ 2 ）物権法
　物権法は、2007年に制定された財産関係を規整する民事の基本法であり、
物の帰属と利用によって生ずる民事関係を規律し、国家、集団、私人、およ
びその他の権利者の所有権、用益物権、担保物権、抵当権、留置権の内容と
保護を規定するものである。その第 1 編「総則」において、物権の設定、移
転、譲渡および消滅について詳細な規定を設けている。
　物権法も、海商法と密接に関係しているが、とりわけ船舶所有権など船舶
をめぐる権利関係がもっとも問題となりえよう。たとえば、海商法は、船舶
所有権の取得、移転および消滅について、登記をしない限り、これをもって
「第三者」に対抗することができないと規定しているが（ 9 条）、物権法は、
動産であっても船舶、航空機、自動車等の物権変動は、登記を行わなけれ
ば、「善意の第三者」に対抗できないものとしている（24条）。海商法では、
「第三者」の範囲が「善意の第三者」に限定されておらず、この点で物権法
24条と齟齬を来している
（60）
。海商法 9 条に定める「第三者」の範囲について
は、この点の問題を含めて、学説上は、①船舶の物権変動の関連当事者以外
のすべての者をいう（広義の第三者説）、②船舶の物権変動の事情を知らな
いまたは知ることのできない善意の第三者に限る（限定説）、③船舶に関し
係争関係にある善意の第三者（持分を譲渡していない船舶共有者、裁判所の
競売により船舶の所有権を取得した者など）をいう、といった多様な見解が
示されている
（61）
。
　（ 3 ）不法行為法
　不法行為法は、2009年に単行法として制定され、2010年 7 月 1 日から施行
されている。同法は、総則的規定（第 1 章「一般規定」、第 2 章「責任の構
成と責任の方式」、第 3 章「免責および責任軽減事由」、第 4 章「責任主体に
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関する特別規定」）、および各則的規定（特殊な不法行為類型：第 5 章「製造
物責任」、第 6 章「自動車交通事故責任」、第 7 章「医療損害責任」、第 8 章
「環境汚染責任」、第 9 章「高度危険責任」、第10章「飼育動物損害責任」、第
11章「工作物による損害責任」、第12章「付則」）の計92箇条により構成され
ている。
　不法行為法も海商法と様々な場面において関連を有しており、貨物損害の
場合にいわゆる請求権の競合問題なども生じるが、もっとも典型的な不法行
為事例といえば、船舶の衝突責任に関するものといえるだろう。すなわち、
双方の船舶の船員の過失によって船舶の衝突が生じた場合（双方過失）に
は、これは共同不法行為が問題となるから、不法行為法に定める共同不法行
為に関する 7 箇条の規定（ 8 条以下）が密接に関係してくる。
　船舶の衝突が双方船舶の過失によって生じ、第三者の財産に損害を与えた
場合には、海商法は、各船舶所有者の負う賠償責任は、その負担する割合を
超えてはならない（169条 2 項）と定め、双方の船舶に過失がある場合、衝
突によって生じた第三者の死傷に対しては、各船舶所有者は連帯して損害賠
償の責任を負うものとしている（同条 3 項
（62）
）。すなわち、海商法は、基本的
には1910年の船舶衝突統一条約に倣い、損害を財産に生じた損害と人の死傷
による損害に分け、前者については各船主の過失の割合に応じた分割債務と
して、後者については船主間の連帯債務としている。しかし、船舶衝突統一
条約は、船舶または船舶上の財産に生じた損害について、その損害賠償債務
を分割債務と定めているが（ 4 条 2 項）、中国海商法はこのような限定をせ
ずに、すべての財産上の損害賠償義務についてこれを分割債務としている。
これにより、中国は1910年の船舶衝突統一条約の締約国であることから、中
国船舶と船舶衝突統一条約の締約国に属する船舶との衝突には同条約が適用
され、船舶または船舶上の財産に生じた損害に限って各船主が過失の割合に
応じた分割責任を負うことになるが、衝突船舶がいずれも中国船舶である場
合には海商法が適用され、第三者に生じたすべての財産上の損害について、
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各船主が過失の割合に応じた分割責任を負うことになる
（63）
。したがって、船舶
の衝突によって岸壁や漁業施設など船舶外の物に損害が生じた場合であって
も、被害者は加害船主に対してその過失割合に応じた損害賠償しか請求する
ことができないことになる
（64）
。これは中国独自の解決方法であり、その根拠も
明らかでないため
（65）
、このような規定の妥当性をめぐって、今後は不法行為法
に定める共同不法行為に関する規定（ 8 条
（66）
）との関係が改めて問題となるで
あろう
（67）
。
　 2 　一般法と海商法の適用関係をめぐる議論
　（ 1 ）特別法としての海商法と一般法との適用順序
　特別法とそれに対する一般法の適用順序について、2000年に施行された立
法法83条は、「同一機関の制定する法律、行政法規、地方性法規、自治条例
および単行条例ならびに規則について、特別規定と一般規定とが一致しない
場合には、特別規定を適用する。新たな規定と古い規定とが一致しない場合
には、新たな規定を適用する。」と定めている
（68）
。また、同法85条によれば、
法律相互間において同一の事項に対する新たな一般規定と古い特別規定とが
一致せず、どのように適用するのかを確定することのできない場合には、全
人大常務委員会の裁決が必要とされる。
　このように、特別法優先の原則は定められているものの、新たな一般規定
と古い特別規定が一致しない場合について全人大常務委員会の裁決が必要に
なることもあり、古い特別法に該当することの多い海商法については、こ
の点が問題となりうる。そこで、この点について、海商法の改正に際して
は、「同一の事項に対する新たな一般規定と海商法の規定とが一致しない場
合は、海商法の規定を適用する」という明文規定を、第 1 章「総則」におい
て新設すべきであるとの指摘もなされている
（69）
。
　（ 2 ）一般法の規定の補充適用に関する問題点
　実際、特別法である海商法について、一般法の補充適用が問題となる場合
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がある。たとえば、「延着」の問題を例としてみよう。海商法は、「貨物が明
確に約定された期間内に、約定された陸揚港において引き渡されないとき
は、延着とする」と定めている（50条 1 項）。同条の規定は、ハンブルク・
ルール 5 条 2 項に由来するものであるが、条約と異なり、引渡時期について
当事者間に明示的な合意がないときの扱いについては規定を設けていない
（70）
。
これに対して、契約法はこの場合について規定を設けており、運送人は合理
的な期間内に運送品を引き渡す義務を負うとする（290条）。契約法に定める
この規定が国際海上物品運送にも適用されるかの問題について見解が分れて
おり、ここでこれを大別して示せば、次の通りである。
　 1 ）否定説
　海商法は運送品が明確に約定された期間内に引き渡されない場合のみを延
着としており、また、海商法と民法通則、契約法とは特別法と一般法との関
係にあり、このように海商法に延着に関する明確な規定が設けられている以
上、特別法は一般法に優先するとの原則に従い、民法通則や契約法の規定を
適用すべきでない。したがって、運送品を引き渡す期間について約定がない
場合には、運送人は延着による責任を負わない
（71）
。
　 2 ）肯定説
　海商法には合理的な期間内の引渡しに関する規定がないため、「特別法に
規定がない場合は、一般法の規定を適用する」との原則に基づき、運送人は
契約法290条の規定に従って責任を負う
（72）
。なお、肯定説の立場において、運
送人が契約法290条により延着の責任を負う場合には、海商法に定める運送
人の免責および責任制限に関する規定を援用できないと解する主張もある
（73）
。
　この見解の対立は、まず海商法にこの点における規定の欠缺があるとみる
か否かで相違している。また、肯定説に立った場合に、海上物品運送人に海
商法上の免責や責任制限の利益が奪われるとすれば、そのこと自体の妥当性
も問題となりえよう。
　前述のように、一般法と特別法の適用関係については原則が示されてい
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る。しかし、実際に海商法の後に制定された一般法について、ここにみた延
着のような具体的な規定を取り上げてみると、果たして補充適用が意図され
て設計されていたのかどうかが疑問となることもありえよう。また、一般法
の補充適用による解決自体が妥当であっても、その場合に責任制限などの特
別法上の利益が失われると解する余地が生じれば、それはそれで問題となる
ように思われる。
　 3 　中国法体系における海商法の定着
　中国では改革開放政策をうけた市場経済体制が進行した結果、近年までに
中国の民商法は急速に整備されてきている。海商法はその中でももっとも初
期の立法の 1 つであり
（74）
、海商法が制定された1992年当時と比べると、海商法
を取り巻く国内の環境は劇的に変化してきている。
　本章では、海商法の制定後にこれに関連した重要な法律の制定が相次いだ
ため、海商法の制定当時には考慮する必要のなかったこれらの諸法との関係
という新しい問題が、様々な点において生じてきていることをみた。とりわ
け、契約法、物権法、不法行為法といった海商法との関係では一般法に位置
づけられる法律が海商法の後に多く制定されてきており、契約法の運送契約
規定との関係などでは、すでに具体的な適用関係の問題がみられている。
　1992年の制定当時にあっては、かなりの部分を国際条約から摂取したとい
う特殊な制定経緯もあり、海商法そのものを中国法の体系の中では特殊なも
のとして、比較的独立した法であるとする認識が一般に強く認められてい
た
（75）
。すなわち、海商法には中国法の体系の中で強度に自律的な地位が認めら
れ、その解釈に際しては、海商法は民法の特別法であると説明しながらも、
制定当時に存在しない関連国内法ではなく、むしろ英米の判例に根拠を求め
ることが普通に行われていた
（76）
。しかし、現在では、このような認識と解釈態
度は、大きな変更を迫られてきているといえる。新たに周辺での立法がなさ
れるたびに、海商法との関係が意識的に論じられてきており、本稿で例をみ
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たように重要な解釈問題も指摘されてきている。海商法の制定から20年余り
を経て、中国法の体系における海商法の地位そのものが大きく変化したこと
は明らかである。この点は、中国海商法の研究に従事する者にとって、もは
や共通の理解になっている。
むすびにかえて
　現在の中国海商法について、その改正の必要性は、海商法学界において広
く認識されてきている。もっとも、改正の具体的な範囲やその方向性につい
ては、海商法に関連する諸法との整合性を考慮しながら海商法の構造および
章立てなどについて全面的かつ徹底的な改正を主張する見解と、現行海商法
に存在する個別的な問題点について修正を行うにとどめることを主張する見
解とを両極端として、さまざまな見解が乱立している
（77）
。しかし、海商法の改
正については、部分改正か全面改正かという改正範囲の議論以前に、いくつ
かの重要な視点を確認しておかなければならないものと考える。
　それは、まず、制定時の特殊性ないし特異性にかかわる視点である。これ
は、海商法が主として国際条約から摂取され、しかも国内の民商法の先駆け
として立法されたということに関するものである。このうち、海商法継受の
特異性については、筆者は前稿で検討を行っている
（78）
。本稿第 2 章では、この
ように早期に制定され、強い独自性が認められた海商法を中国の現在の法体
系の中にいかに位置づけるかという問題を検討した。これは海商法制定以降
に整備された関連諸法との関係を現在いかにして構築するかという新たな視
点に関する問題である。次に、海商法の制定後に生じた海商法それ自身の変
容であって、これは本稿第 1 章で検討した最高人民法院の解釈規定の適切な
反映という視点である。換言すれば、現在の海商法が抱える主要な問題とし
ては、法継受における特異性そのものから生じた問題、海商法と中国法の体
系および関連規定との関係から生じた問題、および海商法それ自身の変化か
ら生じた問題を挙げることができ、これら 3 つの点から改正の方向性を検討
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する必要があるように思う。
　（ 1 ）中国法体系における位置づけ
　中国海商法の中国法体系における位置づけについても、中国国内での議論
がみられている。一般的に説かれているものとしては、海商法を民（商）法
の特別法であるとする理解である。この学説の論者は、海商法は海上運送の
関係、船舶の関係を対象とする法律であり、その対象とする法律関係の性質
から、海商法を民（商）法の特別法としてとらえるべきであると主張する
（79）
。
このほか、海商法を海法の特別法であると理解する見解がある。この見解
は、船舶による海上活動と関連する国際法、民商法、行政法などの法規範を
含む総体としての「海法」という概念を提唱し、海商法はその海法の一部で
あると説く
（80）
。また、海商法を経済法または国際経済法の特別法であるとみる
ものや
（81）
、独立した法律部門であると主張する見解もある。海商法を独立した
法律部門とみる後者の見解は、さらに絶対説と相対説との 2 つの学説がみら
れている。絶対説は、海商法はすべての海上運送の関係および船舶の関係を
規整する民事関係の法律および行政関係の法律の双方を含むべきものである
との理解から出発し、海商法は民法と異なる特殊な性質をもっており、 1 つ
の独立した法律部門であると主張する
（82）
。一方、相対説の立場では、海商法と
いう概念には、海上運送および船舶に関する生活関係を規整対象とするあら
ゆる法律規範、民商事関係の法律規範にとどまらず、行政法規も含める広義
の海商法と、海上運送の関係および船舶の関係を規整対象とする特定の法律
規範である狭義の海商法という 2 つの意義があると指摘し、広義の海商法は
1 つの独立した法律部門であるが、狭義の海商法は民（商）法の特別法とし
てとらえるべきであると説く
（83）
。
　さて、このように中国海商法の中国法体系における位置づけについて多様
な見解が示されている理由として、これまでの前稿および本稿における検討
から、次の 2 つの点を指摘することができるものと思う。第 1 に、1992年の
海商法の制定時に、海商法が民商法の諸法に先行する形で、しかも条約を移
406　早稲田法学会誌第66巻 2 号（2016） 1992年中国海商法の実質的変容にみる改正の視座（張）　4067
植する方法で制定されたという法継受の特異性である。海商法は、国際的な
関係を考慮した特殊な法であるとの認識がむしろ自然になされてきたため、
中国の他の法領域とは大きく離れた一分野を形成しているとみられる下地が
そもそも存在していた。それゆえ、海商法を中国法の中でいかに位置づける
のかについては、意識されてきたかどうかにかかわらず、その制定時からす
でに難問であったともいえる。さらに、第 2 に、本稿で詳しく見たように、
海商法周辺の関連立法が進むにつれて、これらとの関連性や整合性が問われ
る場面が顕在化してきており、単に「特別な法」というだけでは済まされな
い状況が確実に生じてきていることである。
　このように、海商法の制定時には特に意識することなく済まされた、海商
法の地位の認識や関連諸法との関係の整序は、来るべき改正においては避け
て通ることができない新たな課題となっている。
　（ 2 ）司法解釈規定の適切な採用
　さらに、海商法が最高人民法院の解釈規定により実質的に変容していると
の認識に立てば、これは現在の海商法の問題点を修正しようとするものとし
て、改正の際に海商法への取り込みが検討されるべきことは当然である。こ
の点は、すでに中国国内でも指摘されている
（84）
。本稿による検討からも、海事
司法解釈が海商法を実質的に補完・修正していることは明らかであるから、
こうした考え方に基本的に賛成すべきものと考える。問題はその採用方法に
あるものと思う。すなわち、海商法に採用すべき解釈規定と採用すべきでな
い解釈規定との区別であり、また採用すべきでないものについては、それに
代わる妥当な解決方法の提示が重要になるのではないだろうか。
　すでに第 1 章で指摘した仮渡し・保証渡しに関する2009年規定と海商法の
矛盾という問題
（85）
にみられたように、解釈規定についても関連諸法との整合性
の検証は欠かすことができない。また、解釈規定が必要となる理由の一つと
して、前稿において指摘したとおり、条約が統一の対象としておらず、通常
はすでに各国法において存在している運送契約や船荷証券などの基本事項に
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関する規定が、直接に条約から摂取した中国の海商法には欠けているという
大きな問題もあるからである
（86）
。海商法および一般法に基礎理論を導くに足り
る法規定の整備がなされれば、すでに解釈規定として示されているもので
も、法規定の解釈に委ねることが可能であり、またそれが妥当と考えられる
ものもあるように思われる。
　このようにみると、来たるべき海商法の改正は、一般的な法改正とは相当
異なった特別な認識をもって着手されなければならないといえるのではない
か。すなわち、1992年の海商法は、特殊的事情により特殊的な時期に制定さ
れた特殊的な立法であったため、その改正は、1992年当時とはまったく異な
っている現在の中国法の体系の中で、実質的には新たな海商法を制定するか
のような作業とならざるをえないものと思われる。本稿が指摘した改正の視
点は、前述のように断片的には中国国内でも認識され指摘されてきてもいる
が、筆者は前稿と本稿とによって、改正に際して検討されるべき第一の課題
がその制定経緯の特異性にあることを示し、その後の内在的要因および外在
的要因による中国海商法の変容も、これと密接に関連していることを示すよ
う努めたつもりである。この試みがどれだけ成功したかはわからないが、本
稿が乱立する改正論を整理し、よりよい海商法の改正を実現するための一助
となれば幸いである。
（ 1 ）郭日斉「我国『海商法』立法特点簡介」海商法学習必読（1992）29頁を参照。
（ 2 ）行政法規とは、中央政府である国務院（日本の内閣に相当する行政機関）が憲
法および法律に基づいて制定する「規範性法律文書」であり政令にあたる。
（ 3 ）たとえば、「契約法」は、海商法第 4 章「海上物品運送契約」、第 5 章「海上旅
客運送契約」、第 6 章「傭船契約」、第 7 章「海上曳航契約」、第 9 章「海難救助」
および第12章「海上保険契約」の一般法にあたる。「担保法」は、海商法第 2 章
「船舶」に定める船舶抵当権および船舶先取特権に関する規定、第 4 章に定める運
送人の貨物に対する留置権に関する規定等の一般法にあたる。
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（ 4 ）本稿第 2 章 1 「関連諸法の整備状況と海商法との関係」において検討する。
（ 5 ）海商法の改正について、学界においては、改正を目的とした研究が続けられて
おり、条文単位での改正提言がみられるほか、①計画経済時代の痕跡を除去して、
海商法の全面的な改正を行う（張永堅「中国『海商法』修改之泛論」海商法研究第
3 期（2000）117頁、「交通部『関於修改中華人民共和国海商法的研究』軟課題評審
結束」海商法研究第 8 期（2002）329頁）、②海商法が施行された以降の20年間の司
法実務の経験および研究の成果を参酌して一部の条文に対して部分的規整を行う
（傅廷中「論我国『海商法』修改的基本原則与思路」現代法学第28巻第 5 期（2006）
152頁以下、朱曾傑「『海商法』的回顧与展望」中国海商法年刊第24巻第 3 期（2013） 
5 頁、司玉琢編著・「中華人民共和国海商法」修改建議稿条文、参考立法例、説明
（2003））といった改正の範囲やその方向性に言及する指摘もある。
（ 6 ）張秀娟「中国海商法の継受における特異性とその理論的課題　船荷証券法を手
がかりとして　」早稲田法学会誌63巻 1 号（2012）57頁以下。
（ 7 ）同法は、裁判の過程において、最高人民法院は、具体的にどのように法律・法
令を応用するかの問題に関して、解釈を行うことができるものとした（33条）。
（ 8 ）中国において司法解釈が広範な役割を果たしている理由として、中国国内では
法制度の全般的不備は解消されつつあるものの、急速な市場経済化の中で求められ
ているより高いレベルでの法制度の整備に、立法が十分対応しきれていないこと等
が挙げられる（小口彦太＝田中信行・現代中国法〔第 2 版〕（2012）41頁を参照）。
（ 9 ）粟津光世「中国における『司法解釈』と『案例指導制度』の展開　司法解釈の
判例化か、判例の司法解釈化か　」産大法学40巻 3 ・ 4 号（2007）136頁以下。な
お、この点について、司法解釈とされるものの中には、法律の補充や細則に属する
もののほか、法律行為の意思表示の解釈の準則を示すにすぎないもの、法院の事務
処理の内部マニュアルを提供するもの、法政策や理念を宣言するものもあることか
ら、すべての司法解釈に一律に法律としての効力を認める必要があるのかどうかを
検討すべきであるとの指摘がなされている（曹士兵「最高人民法院裁判、司法解釈
的法律地位」中国法学第 3 期（2006）181頁を参照）。
（10）木間正道＝鈴木賢＝高見澤＝宇田川幸則・現代中国法入門〔第 6 版〕（2012）
105頁。
（11）その一覧を示せば、次の通りである。①「船舶の衝突および接触事件の審理に
際する財産の損害賠償に関する最高人民法院の規定」（1995年 8 月18日実施）、②
「海上保険紛争事件の審理に際する若干の問題に関する最高人民法院の規定」（2006
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年11月13日採択・2007年 1 月 1 日実施）、③「船舶の衝突にかかわる紛争事件の審
理に際する若干の問題に関する最高人民法院の規定」（2008年 4 月28日採択・2008
年 5 月23日実施）、④「原本船荷証券と引換えなしに運送品を引き渡した事件の審
理に際する法律の適用における若干の問題に関する最高人民法院の規定」（2009年
2 月16日採択・2009年 3 月 5 日実施）、⑤「海事賠償責任制限にかかわる紛争事件
の審理に際する最高人民法院の若干の規定」（2010年 3 月22日採択・2010年 9 月15
日実施）、⑥「船舶油濁損害賠償事件の審理に関する最高人民法院による若干の規
定」（2011年 1 月10日採択・2011年 7 月 1 日実施）、⑦「海上貨物運送代理にかか
わる紛争事件の審理に関する最高人民法院の若干の規定」（2012年 3 月19日採択・
2012年 5 月 1 日実施）、⑧「船舶の差押えおよび競売にかかわる法律の適用に関す
る若干の問題に関する最高人民法院の規定」（2014年12月 8 日採択・2015年 3 月 1
日実施）。
（12）張・前掲（注 6 ）59頁以下を参照。
（13）海商法の制定当時、中国は1910年の船舶衝突統一条約の締約国ではなかった
が、船舶衝突事件の審理に際して、この条約の基本原則、すなわち、衝突が双方の
過失によって生じた場合には、それぞれが負担すべき損害は過失の割合に応じて決
するという原則、および、第三者の物的損害に対して分割責任を負うという原則
（条約 4 条 2 項）をすでに採用していたとされる（高準来「中国海商法規和実践」
中国海商法年刊第 1 巻（1990） 4 頁、傅廷中・海商法論（2007）323頁を参照）。
（14）主要なものとして、「揚子江運航航法の暫定規定」（1953）、「海上における霧中
航法」（1957）、「海損による賠償に関するいくつかの規定」（1959）、「揚子江におけ
る衝突予防規則」（1960）、「海損事故の調査および処理に関する規則」（1971）、「海
上交通安全法」（1983）、「内水衝突予防規則」（1991）等を挙げることができる。
（15）条文の日本訳として、張秀娟「船舶の衝突に関する中国最高人民法院規定の翻
訳」海事法研究会誌213号（2011）46頁以下がある。
（16）衝突による損害は多様であるものの、特殊的なものを含み、またある程度まで
は定型的に把握できることから、司法実務を標準化する目的でこれが定められたも
のと思われる。なお、同解釈規定の内容について、箱井崇史＝張秀娟「中国法にお
ける船舶の衝突」海事法研究会誌227号（2015）81頁以下を参照。
（17）条文の日本訳として、張・前掲（注15）44頁以下がある。
（18）「衝突」とは、現実の接触の有無にかかわらず、滅失または損傷を生じさせた複
数の船舶の関与したすべての事故をいう。
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（19）王海明「論船舶碰撞的定義、概念、責任」中国海商法年刊第18巻 （2007） 195頁。
（20）姚雲飛「中国船舶碰撞之法律概念研究」中国海商法研究第23巻第 2 期（2012）
44頁、王・前掲（注19）195以下を参照。
（21）船舶相互間に現実の接触がないにもかかわらず、ある船舶の存在または当該船
舶の航行に関連して他の船舶に損害が生じる場合、いわゆる準衝突の場合も船舶衝
突に含めるか否かについては、日本においては見解が分かれている。日本の商法
（運送・海商関係）改正に関する中間試案では、準衝突の場合も船舶衝突規定の対
象とする提案がなされている（「商法（運送・海商関係）等の改正に関する中間試
案」（http://www.moj.go.jp/content/001141894.pdf）18頁〔最終閲覧：2015年 9
月25日〕）。
（22）同条約は、イギリス法上の対物訴訟という原則を採用しており、過失のある船
舶が衝突によって生じる損害賠償の責任を負うものとしている。
（23）郭瑜・海商法教程（2002）228頁を参照。
（24）李海「関於船舶碰撞若干問題的思考　評『最高人民法院関於審理船舶碰撞紛争
案件若干問題的規定』」中国海商法年刊第20巻 4 期（2009）49頁。
（25）中国では、日本商法690条に定める使用者責任の特則に相当する法律上の明文規
定が見当たらないが、海事司法実務においては、民法通則43条「企業法人はその法
定代表人およびその他の従業員の経営活動に対して民事責任を負う」に照らして、
船長、その他の船員の過失によって生じた船舶の衝突による損害について、船長、
その他の船員の使用者（多くの場合は船舶所有者を指す）がこれを賠償する義務
を負うと解されている（胡正良編著・海事法（2009）76頁〔朱作賢〕、李海・前掲
（注24）50頁を参照）。
（26）1910年の船舶衝突統一条約が適用されるときには日本でも同様の状況となるが、 
船舶所有者への読み替えは当然と考えられており特段の問題はないと考えられる。
（27）日本では、1910年の船舶衝突統一条約がそのまま国内法として適用されるが、
やはり対物訴訟の存在しない日本法においては、こうした解釈は当然の前提となっ
ている。
（28）胡・前掲（注25）77頁〔朱作賢〕を参照。
（29）胡・前掲（注25）78頁〔朱作賢〕を参照。
（30）日本の場合、商法704条 1 項により船舶賃借人が商法690条の責任を負う場合、
船舶所有者は責任を負わないものと一致して理解されている（この場合、船舶所有
者はいわゆる狭義の船舶所有者となる）。
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（31）李海・前掲（注24）50頁は、このような場合において、船舶所有者も損害賠償
の責任を負う必要があるか、また、その場合に船舶所有者は裸傭船者と損害賠償債
務を連帯債務とする必要があるか、との疑問を指摘している。
（32）中国国内では、海事行政主管官庁が自ら難破物の除去等を行う資質および能力
を十分に具備していないことから、専門業者に当該作業を委託することが多い。こ
のような場合において、通常、専門業者は海事行政主管官庁の代理として難破物の
除去作業に従事することになり、難破物の所有者等との間に直接の法律関係が存在
しないため、除去作業にかかった費用について、海事行政主管官庁がこれを負担す
るものと解されるが、司法実務においては、海事行政主管官庁の委託を受けて除去
作業に従事した専門業者は、海事行政主管官庁が海上交通安全法40条に従い発する
行政強制執行命令を介して、行政強制執行の対象である難破物の所有者等に対し
て、直接に関連費用を請求できるとした裁判例がある（中国青島海事法院民事判決
書（2000）青島法煙海商初字第42号）。
（33）司玉琢・海商法専論（2007）526頁、胡・前掲（注25）221頁〔蒋躍川〕を参照。
（34）胡方「関於審理船舶碰撞糾紛案件若干問題的規定」人民司法11期（2008）29頁
を参照。
（35）この点については、まず、船舶の沈没等が双方の船舶の過失による衝突により
生じた場合、衝突した双方の船舶の船舶所有者が、船舶の引揚げや船舶上の貨物の
除去等に対して責任を負うため、両者を区別して取り扱うべきではないこと、船骸
の撤去、破壊または船舶上の貨物の除去に要した費用、およびその関連費用に基づ
く賠償請求は、海商法207条に列挙する制限債権に含まれていないこと、船骸の撤
去、破壊または船舶上の貨物の除去に要した費用、およびその関連費用について、
衝突した船舶の一方が責任を制限して、他方ができないとすれば、不公平な結果と
なりうることを理由に、相手船所有者も責任制限を享受できないとする見解があ
る。これに対して、衝突した船舶の相手船にとって、求償された船骸の撤去、破壊
または船舶上の貨物の除去に要した費用、およびその関連費用は、海商法207条に
定める船舶の運航に直接関連して生じた損害であること、海商法には船骸の撤去費
用等に対する求償について責任の制限ができないという適用除外規定がないこと、
海事賠償責任制限制度が海上活動の特別な危険に鑑み船主を保護しようとの趣旨で
設けられたものであり、船骸の撤去、破壊または船舶上の貨物の除去にかかった費
用、およびその関連費用に基づく賠償請求について、公平を図る目的でこれを非制
限債権とするのは、海事賠償責任制限制度の本来の立法趣旨に合致しないことを理
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由に、相手船所有者は責任制限を享受できるとする見解がある（王淑梅「『関於審
理海事賠償責任制限相関糾紛案件的若干規定』的理解与適用」人民司法・応用第19
期（2010）25頁以下を参照）。
（36）本船が陸揚港に入港しているにもかかわらず船荷証券が到着しないような場合
に、実務において、船荷証券と引換えでなく運送品を引き渡すこと（仮渡し）が行
われている。特に、荷受人自身または銀行（連帯保証人）が保証状（L/G）を差し
入れることにより、後日に船荷証券を返還すること、また、仮渡しによって運送人
に損害が生じた場合には求償に応じることを約する、いわゆる保証渡しの慣行が広
く知られている。
（37）有効な書類とは、荷受人が運送品を受取る権利を有することの証明ができるも
の（たとえば売買契約書、信用状など）をいうと思われる。
（38）たとえば、上海海事法院が2003年 1 月から 9 月までの 8 か月間に審理した同
種事件の件数は46件に上る（海関総合信息網 http://www.china-customs.com/
customs/data/2005/7559.htm を参照〔最終閲覧：2015年 9 月10日〕）。
（39）「紀要」とは、最高人民法院が公布する公文書の一種にすぎないものであり、司
法解釈のもつような法律としての効力を有しない。
（40）2009規定の制定経緯に関する詳細な記述として、劉寿傑「解読『最高人民法院
関於審理無正本提単交付貨物案件適用法律若干問題的規定』」中国海商法年刊第20
巻第 3 期（2009）22頁以下がある。
（41）各規定の詳細について、張秀娟「仮渡し・保証渡しに関する中国法の新展開」
海事法研究会誌204号（2009）46頁以下を参照。
（42）司法実務において、船荷証券と引換えでなく運送品を引渡したことにより証券
所持人に損害が生じた場合、運送人が証券所持人に対して不法行為に基づく損害賠
償責任を負うか、それとも債務不履行に基づく責任を負うかについては、長年にわ
たり議論がなされていた。2009年規定が実施されるまでの議論をまとめてみると、
仮渡し・保証渡しにより生じた運送人の損害賠償責任の性質の認定について、次の
ような変遷が見られる（司玉琢＝汪傑＝祝黙泉＝沈暁平「関于無単放貨的理論与実
践　兼論提単的物権性問題」中国海商法年刊第11巻（2000）19頁を参照）。
　　①不法行為に基づく損害賠償責任（1984年～1992年）　海商法が施行されるまで
のこの時期においては、「船荷証券は一種の権原証券（document of title）である」 
という学説、およびイギリスの裁判例の影響を受けて、証券所持人が貨物の所有権
を有するものと解され、運送人はその仮渡し・保証渡し行為につき不法行為に基づ
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く損害賠償責任を負うべきものとされていた。
　　②不法行為に基づく損害賠償責任と債務不履行に基づく損害賠償責任との併存
（1993年～2001年）　この時期において、海商法の施行、仮渡し・保証渡しに関する
研究の発達、および裁判経験の蓄積により、裁判所は、仮渡し・保証渡しにより生
じた運送人の責任について、不法行為に基づく損害賠償責任と債務不履行に基づく
損害賠償責任が併存することを認めていた。
　　③債務不履行に基づく損害賠償責任（2001年～2009年）　仮渡し・保証渡しに関
する事件の裁判規範の統一を図るために、最高人民法院は2001年から2005年までの
間、2001年の「全国海事法院院長座談紀要」などにおいて、仮渡し・保証渡しによ
り生じた損害について、運送人が証券所持人に損害賠償が請求された場合、各裁判
所はこれを債務不履行に基づく紛争事件として審理を行うべきであるという指導的
な意見を示していた。
（43）契約法が1999年10月 1 日に施行された後、最高人民法院により、1999年12月29
日に「中華人民共和国契約法」の適用における若干の問題に関する最高人民法院の
解釈（一）、2009年 5 月13に「中華人民共和国契約法」の適用における若干の問題
に関する最高人民法院の解釈（二）が実施されている。
（44）民法通則が1987年 1 月 1 日に施行された後、最高人民法院により、1988年 4 月
2 日に「民法通則の徹底的な執行にかかわる若干の問題に関する意見（試行）」が
実施されている。
（45）これは、海商法の制定当時、改革開放も市場経済の建設もまだ初期段階にある
との立法環境の制約を受け、いわゆる計画経済の下で市場価格というものが存在し
ないために便宜的に採用されたものといわれる。
（46）このように、2009年規定は、船荷証券と引換えでなく運送品を引き渡した場合
の運送人の損害賠償の額について規定を設けたが、船荷証券を所持していないもの
の運送品を受け取った者またはその他の責任を負う者が負担する損害賠償の額に言
及していない。この点について、前述した最高人民法院による2005年紀要では、船
荷証券を所持していないものの運送品を受け取った者またはその他の責任を負う者
が負担する損害賠償の額には、①運送品船積時の価額（運送品船積時の価額は売買
契約で約定した価格、決済書類または確認書類により確定する。これらの価額が一
致しない場合には、実際に支払った運送品の代金によって確定する）、②実際に支
払った運送賃および保険料、③実際に生じたその他の損失を含むものとしている
（同紀要109条）。
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（47）司・前掲書（注33）292頁において紹介された学説である。
（48）一般法である民法通則は、当事者の一方による請求を時効の中断事由としてい
るが（140条）、海商法は、当事者間の権利義務関係を迅速に確定し、社会経済秩序
の安定を図るためにこれを採用しなかったと説明されている（傅旭梅編・中華人民
共和国海商法詮釈（1995）479頁）。
（49）前述した最高人民法院による2005年紀要113条、114条 2 項によれば、船荷証券
と引換えなしに運送品を引き渡したことについて、証券所持人が、運送品を受け取
った者または他の責任を負うべき者に対して不法行為に基づく損害賠償請求をする
場合には、時効期間は、民法通則の規定に従って、証券所持人が運送品が受取られ
たことまたは権利が侵害されたことを知った日または知るべきであった日から起算
して 2 年であり、時効の中断については民法通則の規定を適用するものとされてい
る。
（50）解釈によれば、実際荷送人が荷送人として船荷証券に記載されていなくても、
これはただ実際荷送人が船荷証券について処分権、および裏書譲渡を行う権利を有
しないことを意味しており、実際荷送人は法律（海商42条 3 項）によって与えられ
た荷送人としての地位に立ち、運送人に対して損害賠償を請求できる（劉・前掲
（注40）26頁以下、王鈞「解読『無単放貨』最新司法解釈」中国海商法年刊第20巻
第 1 - 2 期（2009）39頁を参照）。
（51）船荷証券が数通発行された場合の運送品の引渡義務は、日本では国際海上物品
運送法が商法774条を準用して、数通の船荷証券のうちの 1 通のみを所持する者に
運送品の引渡しをなしたときは、運送人は、他の証券所持人に対する運送品の引渡
債務を免れるものとしている（国際海運10条）。2009年規定10条は、この日本商法
774条に相当する規定である。これは、本来、仮渡しに関する問題でなく、数通発
行を前提とする船荷証券にあっては当然の原則を示すものに過ぎない。
（52）張・前掲（注 6 ）82頁以下。
（53）張永堅（執筆）・中村紀夫（監訳・コメント）・史恒志（訳）「中国海商法におけ
る最新動向について」季刊・企業と法創造33号（2012）274頁、関正義・民法視野
中的海商法制度（2015）11頁を参照。
（54）李海・前掲（注24）54頁を参照。
（55）本稿第 1 章 2 「船舶の衝突と司法解釈」。
（56）総則は、一般規定、契約の成立、効力、履行、変更および譲渡、権利義務の消
滅、債務不履行責任等の内容を規定し、各則は、売買契約、電力・水・ガス・熱エ
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ネルギー供給使用契約、贈与契約、金銭消費賃貸契約、賃貸借契約、ファイナンス
リース契約、請負契約、建設工事契約、運送契約、技術契約、寄託契約、倉庫保管
契約、委任契約、取次契約および仲立契約の15種類の契約を規定している。
（57）経済契約法も渉外経済契約法も契約法の施行にともない1999年に廃止された。
（58）邱靖「新『契約法』与中国『契約法』」中国海商法年刊第10巻（1999）208頁を
参照。
（59）内航運送には、「水路貨物運送契約実施細則」（1986年12月 1 日実施・2011年 1
月 8 日改正）、「水路貨物運送規則」（1995年 9 月 1 日実施）、「国内水路貨物運送規
則」（2001年 1 月 1 日実施〔「水路貨物運送規則」の規定が「国内水路貨物運送規
則」の規定と一致しないときは、「国内水路貨物運送規則」の規定による〕）等が適
用される。
（60）劉喬発「『物権法』与『海商法』対船舶物権制度規定之区別」中国海事第 7 期
（2008）27頁以下、余妙宏「『物権法』実施対船舶抵当権之影響研究」浙江万里学院
学報第21巻第 3 期（2008）72頁を参照。なお、小口＝田中・前掲書（注 8 ）186頁
においても同様の指摘がなされている。
（61）司・前掲書（注33）68頁を参照。
（62）海商法に定める船舶の衝突に関する規定は、おおむね船舶衝突統一条約 4 条 2
項および 3 項に倣って制定されたものであるが、その適用範囲を条約 1 条に定める
ように、船舶または船舶内にある物もしくは人に生じた損害に限定していない。
（63）司・前掲書（注33）420頁以下を参照。
（64）李海・前掲（注24）51頁を参照。
（65）条約が加害船主の責任を分割債務としているのは、外航船上の積荷損害につい
て、法律や条約に定める航海過失免責により、通常は船主が免責されることを考慮
したものと理解されているが、船舶外の財産に対する損害についてはこの点は理由
とはならない。
（66）不法行為法 8 条　 2 人以上が共同して権利侵害行為を行い他人に損害を生じさ
せた場合には、加害者は連帯して責任を負う。
（67）この点については、日本では、衝突が双方の船舶の過失によって生じ、いずれ
か一方または双方の船舶または第三船にある積荷・旅客に損害を与えた場合には、
商法797条は過失ある船主間の内部関係を定めたものであるから、これら第三者の
被った損害については同条の適用はなく、結局、民法719条（共同不法行為者の責
任）に定める共同不法行為によるものとして、双方の船主は連帯して損害賠償の責
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任を負うと解されている （中村眞澄＝箱井崇史・海商法 〔第 2 版〕） 357頁を参照）。
（68）立法法の条文の訳として、現行中華人民共和国六法（第 1 巻）139.2頁以下があ
る。なお、本稿の立法法の日本語訳はこれを参考とした。
（69）李海「関于修訂「海商法」需要厘清的几個基本理論問題」中国海商法年刊第22
巻第 1 期（2011）26頁。
（70）海商法の制定にあたって、起草者は、ハンブルク・ルールがまだ発効しておら
ず、たとえ発効したとしても、しばらくの間、主要な海運国に採用される見込みが
ないこと、ハンブルク・ルール 5 条 2 項の後段に定める「誠実な運送人につき要求
されることが相当であるような期間内」を判断する基準が容易に確定できないこと
を理由に、延着の定義にこの部分を取り入れなかった（胡正良・「論『海商法』修
改的必要性」当代法学第12期（2003）145頁）。
（71）傅・前掲書（注13）176頁を参照。
（72）馬瑄＝于国慶「我国『海商法』遅延交付定義的缺陥及完善建議」中国水運第 9
巻第 5 期（2009）93頁を参照。
（73）馬＝于・前掲（注72）92頁において紹介されたものである。
（74）1949年に新中国が成立した後、それまでに適用されてきた国民党政府による
1929年海商法が廃止されることになり、新中国の海運業の発展につれて、早期に新
しい海商法を制定する必要性がいち早く認識された（郭瑜・海商法的精神　中国的
実践和理論（2005） 9 頁を参照）。
（75）郭・前掲書（注74）66頁以下を参照。
（76）たとえば、船荷証券の性質について、条約の基礎となる英米法上の理解に従っ
ていわゆる権原証券（document of title）としてとらえる見解が多く示されている
（司・前掲書（注33）286頁以下を参照）。
（77）本稿注 5 を参照。
（78）張・前掲（注 6 ）59頁以下。
（79）王千華＝白越先編・海商法（2003）3 頁、張立英＝邢宝海・海商法教程（2002）
4 頁、呉煥寧・海商法学〔第 2 版〕（1996）15頁以下。なお、現行の中国の商事立
法体系のもとで民商二法統一の原則が採用され、商法典は存在しない。民商二法統
一論においては、商事法は、中国の法律体系において独立した法領域ではなく、民
法の一部分であり、民法の特別法であると強調されている（徐治文・現代中国ビジ
ネス法（2005） 3 頁）。
（80）司玉琢＝李志文編著・中国海商法基本理論専題研究（2009）15頁において紹介
416　早稲田法学会誌第66巻 2 号（2016） 1992年中国海商法の実質的変容にみる改正の視座（張）　4167
された学説である。
（81）同上。
（82）於世成＝楊召南＝汪淮江・海商法（1997） 6 頁。
（83）司＝李・前掲書（注80）16頁。なお、近時、多数説は、狭義の海商法は民（商）
法の特別法であると解する（司＝李・前掲書（注80）17頁以下、郭・前掲書（注
74）86頁を参照）。
（84）張永堅ほか・前掲（注53）275頁を参照。
（85）本稿第 1 章 3 「仮渡し・保証渡しと司法解釈」。
（86）張・前掲（注 6 ）89頁以下。
